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医療法人社団 生和会 

定期巡回随時対応型訪問介護看護元気村 

＜指定定期巡回随時対応型訪問介護看護 運営規程＞ 

 

 

（事業所の名称等） 

第 1 条 事業を行う事業所の名称および所在地は、次の通りとする。 

（1）名 称：定期巡回随時対応型訪問介護看護元気村 

（2）所在地：山口県周南市大字湯野 27 番地 

 

（事業の目的） 

第 2 条 医療法人社団生和会周南リハビリ元気村が設置する定期巡回随時対応型訪問介護

看護元気村（以下「事業所」という。）において実施する指定定期巡回随時対応型

訪問介護看護（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために必要な人員

及び運営管理に関する事項を定め、事業所の管理者又は計画作成責任者、オペレ

ーター、訪問介護員等（介護福祉士又は介護保険法第８条第２項に規定する政令

で定める者）及び看護師等（保健師、看護師、准看護士、理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士）（以下「従業者」という。）が、要介護状態の利用者に対して、

適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第 3 条 事業の提供に当たっては、要介護状態となった場合においても、その利用者が尊

厳を保持し、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を

訪問し、入浴、排せつ、食事等の介護、日常生活上の緊急時の対応、その他安心

してその居宅において生活を送ることができるようにするための援助を行うとと

もに、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目指すものとする。 

2 定期巡回サービス及び訪問看護サービスについては、利用者の要介護状態の軽減

若しくは悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うとともに、

随時対応サービス及び随時訪問サービスについては、利用者からの随時の通報に

適切に対応して行うものとする。 

3 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努

めるものとする。 

4 事業の実施に当たっては、利用者の所在する周南市、居宅介護支援事業者、地域

包括支援センター、保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者、地域住民

等との連携に努める。 

5 事業の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うと

ともに、利用者を担当する指定居宅介護支援事業者への情報提供及び保健医療サ

ービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携を図るものとする。 

6 前 5 項のほか、「周南市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例」に定める内容（以下「条例基準」という。）を遵守し、

事業を実施する。 

 

（事業の運営） 

第 4 条 事業の提供に当たっては、事業所の従業者によってのみ行うものとし、第三者へ

の委託は行わない。ただし、必要に応じて訪問看護サービスを連携する訪問看護

事業者に委託する場合がある。 

    (連携する訪問看護事業所：訪問看護ステーションゆめ風車、ハートブリッジ看護ステーション) 



－ 2 － 

 

（従業者の職種、員数及び職務の内容） 

第 5 条 事業所における従業者の職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。 

（1）管理者：1 名（常勤兼務） 

管理者は、従業者の管理、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用の

申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うとと

もに、従業者に対して第 2 条第 6 項の条例基準のうち運営に関する基準を遵

守させるために必要な指揮命令を行う。 

（2）計画作成責任者：1 名以上 

計画作成責任者は、適切なサービスが提供されるよう第 8 条の介護計画を作

成するとともに、利用の申込みに係る調整等のサービスの内容の管理を行う。 

（3）オペレーター：提供時間を通じて 1 名以上（常勤兼務 1 名以上） 

利用者又はその家族等からの通報を受け、通報内容等を基に相談援助を行う

又は訪問介護員等の訪問介護若しくは看護師等による対応の要否を判断す

る随時対応サービスを行う。 

（4）定期巡回サービスを行う訪問介護員：サービスを提供するために必要な数以上 

定期的に利用者の居宅を巡回して日常生活上の世話を行う。 

（5）随時対応サービスを行う訪問介護員等：提供時間を通じて 1 名以上  

オペレーターの随時訪問の要否等の判断に基づき、訪問介護員等が利用者の

居宅を訪問して日常生活上の世話を行う。 

（6）訪問看護サービス：常勤換算法で 2.5 以上 

看護師等が利用者の居宅を訪問して行う療養上の世話又は必要な診療の補

助を行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

第 6 条 事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

（1）営業日  365 日 

（2）営業時間 24 時間 

 

（事業の内容） 

第 7 条 事業の内容は、次に掲げるもののうち必要と認められるサービスを行う。 

（1）第 8 条の定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（以下「介護計画」という。）

の作成 

（2）第 9 条の利用申込者の選定により加療している医師（以下「主治医」という。）

との連携 

（3）随時対応サービス 

利用者又はその家族等からの通報を受け、通報内容等を基に相談援助を行う

又は訪問介護員等の訪問介護若しくは看護師等による対応の要否を判断する。 

（4）定期巡回サービス 

定期的に利用者の居宅を巡回して日常生活上の世話を行う。 

① 入浴、排せつ、食事、清拭、体位変換等の身体の介護 

② 調理、住居の掃除、生活必需品の買い物等の生活援助 

③ 安否確認、見守り 

（5）随時訪問サービス 

（3）における随時訪問の要否等の判断に基づき、訪問介護員等が利用者の居

宅を訪問して、上記（4）の日常生活上の世話を行う。 

（6）訪問看護サービス 

看護師等が利用者の居宅を訪問して、次の療養上の世話又は必要な診療の補

助を行う。 
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① 病状・障害の観察 

② 清拭・洗髪等による清潔の保持 

③ 食事および排泄等日常生活の世話 

④ 床ずれの予防・処置 

⑤ リハビリテーション 

⑥ ターミナルケア 

⑦ 認知症患者の看護 

⑧ 療養生活や介護方法の指導 

⑨ カテーテル等の管理 

⑩ その他医師の指示による医療処置 

 

（介護計画の作成） 

第 8 条 計画作成責任者は、事業の提供開始時に、利用者の日常生活全般の状況及び希望

を踏まえて、定期巡回サービス及び随時訪問サービスの目標、当該目標を達成す

るための具体的な定期巡回サービス及び随時対応サービスの内容等を記載した介  

護計画を作成する。 

2 介護計画の作成に当たっては、利用者の心身の状況を把握・分析し、事業の提供

によって解決すべき問題状況等を明らかにし、これに基づき、援助の方向性や目

標を明確にし、担当する従業者の氏名、従業者が提供するサービスの具体的内容、

所要時間、日程等を明らかにする。 

3 介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス

計画に沿って作成する。ただし、サービスを提供する日時等については、当該居

宅サービス計画に位置付けられたサービス提供の日時等にかかわらず、居宅サー

ビス計画の内容を踏まえた上で、計画作成責任者が必要に応じてサービス提供の

日時及び具体的内容を定める。 

4 前項ただし書きの場合、利用者を担当する介護支援専門員に、適宜、介護計画を

提出し、緊密な連携を図る。 

5 介護計画は、看護職員（保健師、看護師又は准看護士）が利用者の居宅を定期的

に訪問して行うアセスメントの結果を踏まえ、作成する。 

6 訪問看護サービスの利用者に係る介護計画については、第１項に規定する事項に

加え、利用者の希望、心身の状況、主治医の指示、看護目標及び具体的なサービ

ス内容等を含むものとし、計画作成担当者が常勤の看護師等でない場合は、常勤

の看護師等の助言、指導等の必要な管理のもとに作成する。 

7 計画作成責任者は、介護計画について、利用者及びその家族に対して、その内容

について説明し文書により同意を得る。このうち訪問介護サービスの内容等の説

明に当たっては、常勤の看護師等と連携して説明する。 

8 計画作成責任者は、介護計画を作成した際には、当該介護計画を利用者に交付す

る。 

9 介護計画の作成後は実施状況の把握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行う。 

 

（訪問看護サービスにおける主治医との連携） 

第 9 条 常勤の看護師等は、主治医の指示書に基づき適切な訪問看護サービスが提供され

るよう、主治医との連絡調整、訪問看護サービスを行う看護師等の監督等必要な

管理を行う。 

2 事業所は、訪問看護サービスの提供の開始に際し、主治医による指示を文書で受

ける。 

3 訪問看護サービスを行う看護師等は、訪問看護サービスについて、訪問日、提供

した看護内容、サービス提供結果等を記載した訪問看護報告書を作成する。 
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4 常勤の看護師等は、介護計画に沿った訪問看護サービスの実施状況を把握し、訪

問看護報告書の作成に関し、助言、指導等必要な管理を行う。 

5 事業所は、主治医に介護計画及び訪問看護報告書を提出し、訪問看護サービスの

提供に当たって主治医との緊密な連携を図る。 

 

（利用料等） 

第 10 条 事業を提供した場合の利用料の額は、指定地域密着型サービスに要する費用の額

の算定に関する基準によるものとし、当該指定サービスが法定代理受領サービス

であるときは、利用者ごとに決められている負担割合に基づき支払いを受ける。（以

下「厚生労働大臣が定める基準」と称する。） 

2 法定代理受領以外の利用料については、厚生労働大臣が定める基準の額とする。 

3 事業所は、前 2 項の支払いを受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払

いを利用者から受けることができる。 

（1）利用者の選択により通常の事業の実施地域を超えて行う定期巡回サービス又は

随時訪問サービスを提供する場合に要する交通費は、その実費を徴収する。な

お、自動車を使用した場合の交通費は、次の額とする。 

 

通常の事業の実施地域を越えるサービスは、訪問毎に 300 円とする 

 

（2）その他、日常生活において通常必要となるものに係る費用で、利用者が負担す

ることが適当と認められるものの実費について徴収する。 

4 前 3 項の利用料等の支払いを受けたときは、利用料とその他の利用料（個別の費

用ごとに区分）について記載した領収書を交付する。 

5 事業の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用料並び

にその他の利用料の内容及び金額に関し事前に文書で説明した上で、支払いに同

意する旨の文書に署名を受ける。 

6 費用を変更する場合には、あらかじめ、第 19 条第 2 項の介護・医療連携推進会議

に費用を変更する理由及び金額等を説明するとともに、利用者又はその家族に対

し、事前に文書により説明した上で、支払いに同意する旨の文書に署名を受ける。 

7 法定代理受領サービスに該当しない指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に係

る利用料の支払いを受けた場合は、提供した指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明

書を利用者又はその家族に対して交付する。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第 11 条 通常の事業の実施地域は、周南市における日常生活圏域のうち西部圏域と中央 4

圏域（福川・夜市・戸田・湯野・和田・富田・菊川）とする。 

 

（衛生管理等） 

第 12 条 管理者は、従業者が感染源となることを予防し、また従業者を感染の危険から守

るため、使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じ

る。 

2 管理者は、従業者に対して衛生管理、又は食中毒及び感染症に関する研修を定期

的に実施し、従業者が必要な知識を習得するための措置を適切に講じる。 

3 管理者は、食中毒又は感染症を防止するための措置等について、必要に応じ保健

所の助言、指導を求めるとともに、密接な連携を保つ。 
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（合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法） 

第 13 条 事業の提供に当たり、利用者から合鍵を預かる場合には、次のとおり厳重に管理

を行うとともに、合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法について記載した

文書を利用者に交付する。 

（1）合鍵は、管理者が事務所において厳重に管理を行い、従業者は管理者の許可

を得なければ合鍵を外部に持ち出すことはできない。 

（2）上記（1）で従業者が合鍵を外部に持ち出す場合は、その従業者名、合鍵を

持ち出す用途、持ち出した日時、返却した日時を記録簿に記録して管理する。 

（3）合鍵の管理の状況は、1 ヶ月に 1 回、管理者による確認を行うとともに、そ

の結果を第 19 条第 2 項の介護・医療連携推進会議に報告する。 

2 事業者は、従業者が合鍵を紛失した場合は、直ちに利用者又はその家族に報告し、

鍵の交換等必要な措置を講じる。 

 

（事故・緊急時等における対応方法） 

第 14 条 事業の提供を行っているときに利用者に病状の急変、その他緊急事態が生じたと

きは、従業者は速やかに主治医に連絡を行い、指示を求める等の必要な措置を講

じるとともに、管理者に報告する。主治医への連絡が困難な場合は、協力医療機

関への連絡又は緊急搬送等の必要な措置を講じる。 

2 前項の従業者が看護職員である場合は、必要に応じて臨時応急の手当てを行う。 

3 利用者に対する事業の提供により事故が発生した場合は、管理者は周南市、当該

利用者の家族等に連絡するとともに、必要な措置を講じる。 

4 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録をすると

ともに、その原因を解明し、再発を防止するため必要な措置を講じる。 

 

（損害賠償） 

第 15 条 事業所は、利用者に対するサービスの提供にあたって、事業所の責めに帰するべ

き事由により利用者またはそのご家族等の介護者の生命、身体および財産に損害

を及ぼした場合には、相当範囲内に於いてその損害を賠償する。但し、利用者ま

たはそのご家族等の介護者に過失がある場合は、事業所は賠償責任を免除され、

または賠償額を減額されることがある。 

2 利用者またはそのご家族等の介護者は、利用者またはそのご家族等の介護者の責

めに帰するべき事由により、事業所のサービス従業者の生命、身体および財産に

損害を及ぼした場合には、相当範囲内に於いてその損害賠償を請求される場合が

ある。 

 

（苦情処理） 

第 16条 事業所は、サービスの提供に対する利用者およびその家族からの苦情に迅速かつ

適切に対応するものとする。また、その為の受付窓口を設置する。 

 2事業所は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録するものと

する。 

3事業所は、自ら提供した指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスに関し、

周南市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め、または周南市の職員

からの質問若しくは照会に応じ、および利用者からの苦情に関して周南市が行う

調査に協力するとともに、周南市から指導または助言を受けた場合に於いては、

当該指導または助言に従って必要な改善を行うものとする。 

4事業所は、周南市からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を周南市に報

告するものとする。 

5事業所は、事業に対する利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行
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う、調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会の当該指導、または助言

を受けた場合に於いては、当該指導または助言に従って必要な改善を行うものと

する。 

6事業所は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の

内容を国民健康保険団体連合会に報告するものとする。 

 

（個人情報の保護・秘密保持等） 

第 17条 事業所及びそのサービス従業者は、業務上知り得た利用者およびその家族等の秘

密および個人情報等について、守秘義務を遵守し個人情報を適切に取り扱い、関

連機関等と連携を図る等正当な理由がない場合以外には開示しない。 

2事業所は、そのサービス提供上知り得た利用者およびその家族等の秘密および個

人情報等について、その守秘義務が守られるように必要な措置を講じるものとす

る。また、その守秘義務は、就業中はもとより退職後も同様とする。 

3事業所およびそのサービス従業者は、必要な範囲に於いて利用者およびその家族

等の個人情報を取扱うものとする｡尚、利用者およびそのご家族等の個人情報の取

り扱いに関して、別途同意を得るものとする。 

4前記に定める守秘義務は、契約期間中はもとより契約期間後も同様とする。 

 

（虐待防止に関する事項） 

第 18 条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずる。 

（1）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

（2）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

（3）その他虐待防止のために必要な措置 

2 事業所は、サービス提供中に、従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に

養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに

周南市に通報する。 

 

（身体的拘束等の適正化の推進） 

第 19 条 事業所は、利用者又は他の利用者の生命または身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

事業所が身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこと。 

 

（地域との連携等） 

第 20 条 事業者は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及

び協力を行う等地域との交流に努める。 

2 事業の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、地域の医

療関係者、周南市の職員及び事業所が所在する日常生活圏域の周南市西部地域包

括支援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有す

る者等により構成される協議会（以下この項において「介護・医療連携推進会議」

という。）を設置し、おおむね 6 か月に 1 回以上、介護・医療連携推進会議に対し

サービスの提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価を受けると

ともに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設ける。 

3 前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成して保存するとともに、

当該記録を公表する。 
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（その他運営に関する重要事項） 

第 21条 事業所は、従業者の資質向上を図るため研修の機会を次のとおり設けるものとし、

また、業務の執行体制についても検証し、常に最適なものとなるよう努める。 

（1）新規採用時研修  採用時 1 日間 

（2）OJT 研修     初回～3 回程度 

（3）業務ミーティング 月 1 回程度 

2 従業者は、その職務中常に身分を証明する証票を携帯し、初回訪問時及び利用者

又はその家族から提示を求められたときは、これを提出するものとする。 

3 サービス担当者会議において利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、あ

らかじめ文書により同意を得るものとする。 

4 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

5 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者

との雇用契約の内容とする。 

6 利用者が、偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとした

ときは、遅滞なく周南市に通知する。 

7 第 11 条の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な事業を

提供することが困難と認めた場合は、当該利用申込者に係る指定居宅介護支援事

業者への連絡、適当な他の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者等を紹

介する等、その他必要な措置を速やかに講じる。 

8 事業所は、事業に関する記録を整備し、その完結の日から 5 年間は保存する。 

9 この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は生和会と事業所の管理者

との協議に基づいて定める。 

10 感染対策の強化について 

当事業所は感染症の予防及び蔓延防止の取組として、下記の対策を講じる。 

（1）感染対策委員会の開催 

概ね 6月に 1回程度開催し、テレビ電話等を活用する可能性もあり。 

（2）指針の整備 

「介護現場における感染対策の手引き」を参考に、平常時と発生時における事

業所内の連絡体制等の取決めを行う。 

（3）研修及び訓練（シュミレーション）の実施 

研修及び訓練は共に年 1 回以上実施し、発生時の対応がスムーズに行えるよ

うに役割分担の確認等を内容に含めたものとする。 

11 業務継続に向けた取り組みの強化 

当事業所は感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的

に提供できる体制を構築するために下記の対策を講じる。 

   （1）業務継続計画（BCP）の策定 

    「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイド

ライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドラ

イン」を参考に、平常時・発生時の対応等を内容に含んだものとする。 

   （2）研修及び訓練の実施 

     研修及び訓練は共に年 1 回以上実施し、発生時の対応がスムーズに行えるよう

に役割分担の確認等を内容に含めたものとする。 

12 ハラスメント対策の強化について 

男女雇用機会均等法におけるハラスメント対策として、従業員の就業環境が害さ

れる事を防止することを目的とした方針を明確化する。 

13 多職種連携における ICT機器の活用 

加算の要件等における各種会議等の実施について、感染防止や多職種連携促進の
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観点からテレビ電話等を活用して行うこともある。利用者やその家族が参加して

実施するものについては、事前に利用者等の同意を得た上で活用することとする。 

14 必要書類における署名及び記名・押印の取り扱いについて 

事業者の事務負担の軽減の観点から、当事業所のサービス提供に関わる全ての書

類について利用者（またはその代理人）の署名及び記名・押印は任意とする。ま

た、署名及び記名・押印を省略する場合には、必要書類を説明し同意を得た経緯

を電磁的記録により保存するものとする。 

 

以上 

 

附 則 

 この規程は、平成 28 年 3 月 1 日から施行する。 

       平成 28 年 4 月 1 日 一部改正 

       平成 28 年 6 月 1 日 一部改正 

       平成 28 年 8 月 1 日 一部改正 

       平成 29 年 2 月 1 日 一部改定 

       平成 30 年 8 月 1 日 一部改定 

       平成 30 年 10 月 1 日 一部改定 

       平成 30 年 11 月 1 日 一部改定 

       令和 2 年 4 月 1 日 一部改定 

       令和 3 年 4 月 1 日 一部改正 

       令和 3 年 5 月 1 日 一部改正 

令和 3 年 7 月 1 日 一部改正 

令和 4 年 3 月 1 日 一部改正 

令和 4 年 4 月 1 日 一部改正 

令和 4 年 5 月 1 日 一部改正 

令和 4 年 8 月 1 日 一部改正 

令和 4 年 9 月 1 日 一部改正 

令和 4 年 11 月 1 日 一部改正 

令和 5 年 1 月 1 日 一部改正 

令和 6 年 4 月 1 日 一部改正 


